別紙１　予算要求資料・事業評価調書
予算要求資料
平成25年度当初予算　支出科目　　款：商工費　　　項：商工費　　　目：工鉱業振興費
	事業名: 地場産業振興センター特別対策事業費補助金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　商工労働部　地域産業課　地場産業係　電話番号：058-272-1111（内3094）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：c11355@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：11,122千円（前年度予算額：10,982千円）

	要求内容


	１　要求の内容


飛騨地域は、豊かな観光資源を有する反面、工業分野では美濃地域と比較して極端に工場立地が少ないため、観光客を対象とした食品・工芸品や、飛騨の匠と評される優れた技術を活かした木工産業などの地場産業が、観光産業と並んで基幹産業となっている。地域経済の活性化のためには、これらの産業を支援していく必要がある。
財団法人飛騨地域地場産業振興センターは、飛騨地域の地場産業を幅広く振興し地域経済の活性化を図ることを目的に、県、地元市町村、商工会議所、産業界等の連携により昭和58年に設置された産業支援機関であり、地元高山市と連携して同センターに対し助成を行うことにより地域経済の活性化を図る。
＜補助金の概要＞
○補助金名：　地場産業振興センター特別対策事業費補助金
○根拠法令等：　地場産業振興センター特別対策事業費補助金交付要綱

○補助対象及び補助率
(1)各種地場産業振興事業の推進事務費（人件費等）
a)高山市を通じた間接補助分

補助対象：各種地場産業振興事業の推進に要する経費（高山市が定める補助対象経費）
補助率　：補助対象経費の２分の１以内　ただし上限３６０万円
b)財団への直接補助分

補助対象：各種地場産業振興事業の推進に要する経費（高山市が定める補助対象経費を除く）
補助率　：知事が別に定める額

(2) 同財団が行う「地場産業活性化対策事業」（事業費）
a)高山市を通じた間接補助のみ
補助対象：同事業に要する経費（高山市が定める補助対象経費）
補助率　：補助対象経費の２分の１以内
(3) 同財団が行う「新商品開発能力育成事業等」（事業費）
a)財団への直接補助のみ
補助対象：下記の事業に要する経費

①新商品開発能力育成事業
②地域人材確保・養成事業
③地場産品展示・普及事業
補助率　：補助対象経費の２分の１以内
ただし、国庫補助がある事業については国補助金と同額以内
	２　所要経費


財団法人飛騨地域地場産業振興センターに対する補助金（間接補助含む）11,122千円
[内　訳]
　○高山市を通じた間接補助　計 4,236千円　
(1)振興推進事業     　       3,600千円
・財団人件費等の事務諸経費（高山市補助対象分）
 (2)活性化対策事業       　　   636千円

・「飛騨の味まつり」等の開催経費
　○財団への直接補助      　計6,886千円　
(1)振興推進事業　　　　      4,718千円
・財団人件費等の事務諸経費（高山市補助対象外分）
(2)地場産品展示・普及事業　　1,768千円
・「飛騨の優良工芸品展示会」等の開催経費
(3)地域人材確保・養成事業　 　 400千円
・「飛騨ものづくり業界後継者啓発研修」の開催経費
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	10,982
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	10,982

	要求額
	11,122
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	11,122

	決定額
	11,122
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	11,122


事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
飛騨地域の食品や工芸品、飛騨の匠に代表される木工産業等の地場産業を観光産業と並んで地域経済の活性化に寄与する産業として維持し、発展するように人材育成や商品開発・販路開拓事業を継続して実施していきます。


（目標の達成度を示す指標と実績）
	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	優良工芸品展示会(横浜）

入場者数　　(単位:人）
	
	19,000

(H21）
	18,000

（H22 ）
	18,000

（H23）
	20,000

(H25）
	９０％


	ものづくり研修

　　参加者数　(単位:人）
	
	未実施

(H21）
	6講座55

（H22）
	7講座85

（H23）
	7講座90
(H25）
	９４％


	伝統的工芸品展示会

　　　入場者数(単位:人）
	
	別会場3,400

(H21）
	　2,700

（H22）
	2,198

（H23）
	5,000

(H25）
	４４％


	飛騨の観光と物産展示会

(H23まで堺会場、H24年度からは京都府宮津及び新潟県三条会場で実施）　　　(単位:人）
	
	51,000

(H21）
	52,000

（H22）
	48,000

（H23）
	50,000
(H25）
	９６％


	飛騨の観光と物産展示会

(防府会場）　　(単位:人）
	
	未実施

(H21）
	50,000

（H22）
	30,000

（H23）
	50,000

(H25）
	６０％


○指標を設定することができない場合の理由
	


（平成24年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
（平成23年度）
(1) 地場産品展示・普及等支援事業

ア 飛騨の優良工芸品展示会

　　　実施期間　　平成２４年３月２日（金）～４日（日）　３日間
　　実施場所　　横浜駅東口新都市センターＢ２　新都市プラザ
展示品等　　飛騨春慶、飛騨一位一刀彫、陶磁器（小糸焼・山田焼・渋草焼）、木彫等
約200点
制作実演（飛騨春慶連合協同組合　木地師）、専門解説（陶芸家・小糸焼窯元）
イ 飛騨地域ものづくり技能向上研修

入場者数　１８，０００人
ウ 飛騨の伝統的工芸品展示会

　　　実施期間　　平成２３年１１月　１日（火）～６日（日）　６日間
　　　実施場所　　飛騨高山まちの博物館
　　　展示内容　　飛騨春慶、飛騨一位一刀彫、小糸焼、渋草焼芳国舎等　計　１６８点
　　　入場者数　　２，１９８人
エ 飛騨の観光と物産及び工芸品　　ＰＲ事業
①実施期間　　平成２３年１０月２２日（土）・２３日（日）　２日間
　　　実施場所　　(財)堺市産業振興センター「大産業祭」 
　　　内　　容 　 飛騨地域の物産紹介、漬物・味噌・駄菓子等ＰＲ、観光紹介、手焼煎餅製作
　　　　　　　　  実演
　    入場者数  　４８，０００人
②実施期間　　平成２３年１１月１２日（土）・１３日（日）　２日間
　    実施場所　（財）山口・防府地域工芸・地場産業振興センターデザインプラザHOFU 
　　　   　　　　じばさんフェア'11
　    内    容　 飛騨地域の物産紹介、漬物、味噌、駄菓ＰＲ、観光紹介他
　    入場者数 　３０，０００人
（２）飛騨地域ものづくり技能向上研修

　   実施期間　　平成２３年７月１４日（木）～　平成２３年１２月２５日（日）
     研修内容　　木工ろくろ、曲げ物、春慶塗、建具、鍛冶、陶芸等
参 加 者　　８５名（原則として飛騨地域地場産業従事者）


（平成24年度の成果）

	・平成23年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　飛騨地域及び全国各地で飛騨の地場産品や工芸等のＰＲや販路拡大を図ることができた。
　また、飛騨地域の地場産業従事者に、第一線の職人の技術者から直接技や技術を伝承してもらうことで、技能の向上・ものづくり力の向上、技術の維持が見込まれる。



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○
	国内市場の縮小や海外との競争激化が加速する中において、飛騨地域の地場産業振興や技術者の人材育成のために支援は必要である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	人材育成事業については、参加者数から見ても、成果が上がっていると考えられる。県産品展示関係については、来場者数が減少傾向にはあるものの、一定レベルの来場者があり、ＰＲの効果がある。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	ＰＲ及び販路開拓事業については、予算の範囲内で可能な限り効果のある場所で実施している。人材育成事業についても参加者の意見等を参考にメニューを調整しており、評価も高い。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
大都市圏における普及活動事業の会場使用料の高騰等により予算の工面が困難になってきているため、最小の経費で最大の事業効果が得られるよう、事業を工夫して実施していく必要がある。また伝統工芸の技術者の高齢化による人材不足が懸念されるため、後継者育成や技術の伝達を地道に行い、担い手育成をしていく必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
食品や工芸品、飛騨の匠に代表される木工産業等の地場産業は、飛騨地域における重要な経済・文化資源であり、継続的に振興していく必要がある。同時に人材の確保や技術力の維持・向上に努める必要がある。


